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概要 

大気汚染防止法(以下「大防法」)の一部を改正する法律が 2020 年 6 月 5日に、石綿障害予防規則(以下「石

綿則」)等の一部を改正する省令が 2020 年 7 月 1 日にそれぞれ公布され、2020 年 10 月から 2023 年 10 月に

かけて段階的に施行されている。それに伴い建築物等の解体工事における石綿（アスベスト）含有建材の事

前調査方法が法定化され、一定規模以上の改修・解体工事の事前調査結果報告が義務化される等、石綿飛散

防止・ばく露防止の徹底に向けて規制が厳格化されている。本レポートでは、大防法、石綿則の改正事項に

ついて解説し、解体等工事において、規制強化された石綿関係の調査及び措置、施工方法の概要を理解する

一助としたい。 

なお、今回の改正された法令を管轄する省庁が異なっていることから、専門のコンサルティングを交えて、

複雑化した石綿関連法令に対応し建物の解体工事や管理を適切に行うことも選択肢として考えられる。 
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1. 法令改正の背景 

石綿は優れた耐熱性や耐摩耗性等の性質を有し、1955年頃から建材として多くの建築物に使用されてきた。

国土交通省の推計によると、吹付石綿等を含む建築材料を使用している可能性がある鉄骨造・鉄筋コンクリ

ート造の民間建築物の解体工事件数は、2028 年頃にピークを迎えるとされ、石綿を含む建材の排出増加が見

込まれている。 

石綿は 1972 年に国際労働機関（ILO）、世界保健機構（WHO）において人体に影響があることが認められ、

日本では 1975 年に労働安全衛生法によって一定割合（5%）以上の石綿を含有する吹付け石綿の製造と使用が

禁止となり、以降順次規制が強化され、2006 年には労働安全衛生法の改正によって全面的に使用禁止となっ

た1。 

そのなかで、大防法と石綿則では、それぞれ 2 つの観点から石綿の取り扱いに関する規制がなされている。

大防法は工場等の事業活動や建築物等の解体等に伴う粉じんの排出等を規制し、大気の汚染に関して国民の

健康を保護するとともに生活環境を保全することを目的としている。石綿則は労働安全衛生法に基づく厚生

労働省令2で、石綿等の取り扱いに従事する労働者のために石綿の安全な取り扱いと障害予防を目的としてい

る。 

大防法における解体工事に係る石綿の規制は、1996 年に吹付石綿が使用された建物の一定規模以上の解体

工事にかかわる届出及び作業基準の遵守の義務化から始まった。以降、2006 年には規制対象となる建材の追

加及び解体工事の規模要件の撤廃等、2013 年には解体等工事前調査（以下、「事前調査」）の実施・報告・説

明及び検査対象の拡大等の規制強化がなされてきた。 

石綿則は 2005 年に制定され、2006 年にばく露防止対策の充実、2009 年に事前調査結果の掲示や保護具の

使用等を義務化、2011 年に船舶解体時も対象とし、2014 年に一部措置の充実等、といった改正による規制強

化が進められてきた。 

今回改正された大防法（以下「改正大防法」）及び石綿則（以下「改正石綿則」）では、主に規制対象となる

建材の拡大、石綿含有建材の事前調査方法の法定化、一定規模以上の解体工事の事前調査結果報告の義務化

等が定められ、石綿飛散防止・ばく露防止の徹底に向けて規制が厳格化されている。 

表 1に日本における石綿規制の沿革を示す。 

 

  

                              
1 ただしジョイントシートガスケット等の一部製品は、限定された用途において石綿含有製品が製造及び使用可能であ

ったが、2012 年に禁止となり、現在は試験研究用にのみ製造及び使用が可能である。 
2 各省大臣（ここでは厚生労働大臣）が法律や政令を施行するため、または法律や政令の委任に基づいて発する命令。 
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表 1 日本における石綿規制の沿革3 

年 法規等 主な改正等事項、概要 

1960 年 じん肺法の制定 じん肺検診において、石綿も対象として規制 

1971 年 

労働基準法の特定化学物

質等障害予防規則（特化

則）の制定 

製造工場が対象、局所排気装置の設置、作業環境測定の義務付け（測定方法

の規定なし） 

1972 年 － ILO、WHO の専門家会議等で石綿ががん原生物質と確認 

1975 年 特化則の改正 
石綿５％超対象、取扱い作業も対象、石綿等の吹付け作業の原則禁止、特定

化学物質等作業主任者の選任、作業の記録、特殊健診の実施、掲示等 

1989 年 
大防法の改正により新た

に規定 

石綿を特定粉じんとし、特定粉じん発生施設の 

届出、石綿製品製造工場の敷地境界基準を規定 

1995 年 

労働安全衛生法施行令の

改正 
アモサイト（茶石綿）、クロシドライト（青石綿）の製造等、使用禁止 

労働安全衛生規則の改正 耐火建築物等における石綿除去作業に関する計画の届出の義務付け 

特化則の改正 
石綿 1％超まで対象が拡大、一定の措置を講じたときは、石綿を吹き付ける

作業に労働者を従事させることができる等 

1996 年 大防法の改正 
吹付け石綿を使用する一定要件をみたす建築物の解体等作業が「特定粉じん

排出等作業」となり、事前届出、作業基準の遵守義務を規定 

2005 年 石綿則の制定 
特化則から石綿関連を分離し、石綿障害予防規則を制定。解体・改修での規

制追加 

2006 年 
石綿則の改正 

石綿 0.1％超に拡大、封じ込め等の作業も除去作業に準じた規制強化、作業

記録の保存期間を 40 年間に延長等 

大防法の改正 工作物も規制対象に 

2008 年 石綿則の改正 
事前調査の結果の掲示、隔離の措置を講ずべき作業範囲の拡大、除去作業に

保護具着用を義務づけ、船舶の解体等の作業に係る措置の規定等 

2011 年 石綿則の改正 船舶の解体等について、建築物解体等と同等の措置を義務付け 

2013 年 大防法の改正 
届出義務者を発注者に変更、解体等工事の事前調査及び説明の義務化、作業

基準の改正 

2014 年 石綿則の改正 
集じん・排気装置の排気口からの石綿漏洩の点検、前室の負圧状態の確認、

石綿粉じん発散のおそれがある保温材等の除去等の対応を追加 

2020 年 

大防法の改正 

（本レポートで解説） 

すべての建材への規制拡大及び作業基準の適用、事前調査方法の法定化、事

前調査結果の報告の義務付け、記録の保存の義務化、直接罰の創設等 

石綿則の改正 

（本レポートで解説） 

事前調査及び分析調査を行う者の要件の新設、計画届の対象拡大、事前調査

結果の届出制度の新設、その他作業に係る措置の強化、作業計画に基づく記

録・保存の義務化等 

  

                              
3 石綿関係法規の変遷, 千葉県, https://www.pref.chiba.lg.jp/taiki/asbestos/transition.html (アクセス日：

2022-07-25)、環境省. “改正大気汚染防止法について”.環境省, https://www.env.go.jp/air/post_48.html, (アクセ

ス日：2022-07-25)を基に当社作成 
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2. 法令改正前の課題と改正の主なポイント 

特に大防法では前回の改正から 5 年が経過し、施行状況の検討がなされるなかで以下に示す 4 つの課題が

挙げられている。 

①規制対象外であった石綿含有成形板（スレート板やビニル床タイル等、いわゆるレベル 3 建材）の

不適切な取り扱い 

②事前調査における石綿含有建材の見落とし 

③除去等措置の改善命令を行う前の工事完了 

④不適切な作業による石綿含有建材の取り残し 

また今後、石綿を含有する建材が使用された建築物の解体工事増加が予想されていたため、石綿飛散防止

対策の強化が必要となった。 

今回の改正に伴う段階的な施行の例として図 1 に大防法の改正事項と施行日を示し、改正の主なポイント

を表 2 に示す。改正の詳細は表 2 に示す各セクションで解説する。 

 

 

図 1 大防法の改正事項と施行日4 

  

                              
4 環境省水・大気環境局大気環境課排出基準係. “大気汚染防止法及び政省令の改正について”.環境省,P39, 

 https://www.env.go.jp/content/000063556.pdf , (アクセス日：2022-08-31) 
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表 2 改正大防法、改正石綿則の主なポイント5 

改正の主なポイント 概要 
本レポート 

記載セクション 

規制対象石綿含有建材の拡大 【2021 年 4 月施行】 

 石綿含有成形板及び石綿含有仕上塗材（レベル 3建材）を規制

対象に追加 

2.1 

事前調査方法の法定化 【2021 年 4 月施行】 

 事前調査方法の明確化 

 事前調査結果の報告義務化 

【2023 年 10 月施行】 

 事前調査や分析調査の実施者に要件を新設 

2.2 

届出対象工事の拡大 【2021 年 4 月施行】 

 一定規模以上の解体、改修工事の事前調査結果等届出を義務化 

 計画届の対象作業を拡大 

【2022 年 4 月施行】 

 調査結果報告システムの運用開始 

 

罰則の強化・対象拡大 【2021 年 4 月施行】 

 元請業者だけでなく、下請負人も罰則の対象に拡大 

 管轄行政の立入検査対象の拡大 

2.3 

作業記録の保存、作業結果の報告 【2021 年 4 月施行】 

 取り残しの有無等の確認義務化 

 労働者ごとの作業の記録項目の追加 

 作業計画に基づく作業実施状況等の写真等による記録・保存の

義務化 

 作業結果の発注者への報告義務化 

2.4 

 

  

                              
5 石綿飛散防止リーフレット,環境省,P1,https://www.env.go.jp/content/000066248.pdf (アクセス日：2022-08-31) 

及び厚生労働省. “石綿障害予防規則等の一部を改正する省令（令和 2年 7月 1日公布）について”. 石綿総合情報ポ

ータルサイト, https://www.ishiwata.mhlw.go.jp/pdf/point-top1.pdf,  (アクセス日：2022-07-25)、厚生労働省. 

“改正ポイント”. 石綿総合情報ポータルサイト, https://www.ishiwata.mhlw.go.jp/point/, (アクセス日：2022-07-

25) を基に当社で作成 
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2.1. 規制対象石綿含有建材の拡大 

改正前の法令では吹付け石綿（レベル 1 建材）、石綿含有断熱材等（レベル 2 建材）が規制の対象であり、

その他の石綿含有建材である石綿含有成形板及び石綿含有仕上塗材（レベル 3 建材）は適正な取り扱いが求

められていたが、規制はされていなかった。 

しかし、今回の改正によりレベル 3 建材についても、不適切な取り扱いにより石綿が飛散した事例がみら

れた6ことから規制の対象となり、作業基準が新たに設定された。 

 表 3 に改正後の作業基準を示す。 

 

表 3 石綿含有建材の除去作業に係る作業基準7 

レベル 建材（括弧内は建材の例8） 作業基準の概要 

レベル 1 

建材 

吹付け石綿 

（鉄骨への吹付材等） 

 除去等作業場所を隔離する 

 作業場所には集じん、廃棄装置を設置する 

 作業場所の出入り口に前室等を設置する 

 前室を負圧に保つ 

等 

【規制強化】 

 作業中の石綿漏洩有無の確認頻度が増加  

レベル 2 

建材 

石綿含有断熱材、 

石綿含有保温材、 

石綿含有耐火被覆材 

（配管エルボ、けい酸カルシウム

板第２種等） 

【新設】 

レベル 3 

建材 

石綿含有成形板 

（スレート波板、ビニル床タイル

等） 

 切断、破砕等することなくそのまま取り外す 

 そのまま取り外すことが困難な場合、除去部分を薬液等により

湿潤化する 

 除去後に作業場内の清掃その他の特定粉じんを処理する 

石綿含有成形板（けい酸カルシウ

ム板第１種） 

 上記に加え、そのまま取り外すことが困難な場合は事前に除去

部分の周辺を養生する 

石綿含有仕上塗材9 

（リシン吹付等） 

 除去部分を薬液等により湿潤化する 

 上記に加え、電気グラインダーその他電気工具を用いる場合は

事前に除去部分の周辺を養生する 

 除去後に作業場内の清掃その他の特定粉じんを処理する 

 

  

                              
6 環境省水・大気環境局大気環境課. “石綿飛散防止リーフレット”.環境省,P2, 

https://www.env.go.jp/content/000066248.pdf , (アクセス日：2022-08-31) 
7 当社作成 
8 国土交通省.目で見るアスベスト建材（第 2版）, https://www.mlit.go.jp/kisha/kisha08/01/010425_3_.html, (ア

クセス日：2022-07-25).を基に当社で作成 
9 石綿含有仕上塗材の内、吹付バーミキュライト及びパーライト吹付は従来通りレベル 1建材に該当する。 
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2.2. 事前調査方法の法定化・調査結果報告の義務化・届出対象工事の拡大 

今回の改正では解体等工事における石綿含有建材の使用状況に関する事前調査について、信頼性を確保す

るために調査方法が法定化された。これに伴い、すべての建物は解体等工事を行う前に事前調査が必要とな

り、一定規模以上の解体等工事の際は事前調査結果の届出が義務付けられた。 

表 4 に事前調査に関する改正の概要を示す。 

 

表 4 事前調査方法に関する改正の概要10 

 

事前調査では設計図書その他の書面による調査、目視による調査、必要に応じて分析調査を行わなければ

ならない。2023 年 10 月 1 日以降、この事前調査は一般建築物石綿含有建材調査者（一般調査者）等を有する

厚生労働大臣が定める者に、分析調査は講習を修了等した厚生労働大臣が定める者に実施させる必要がある。 

事前調査方法の概要を表 5 に示す。一定規模以上の解体等工事の際は、事前調査の結果を、専用の「石綿

事前調査結果報告システム」等によって届出る必要があり、その届出先は大防法は都道府県等、石綿則は労

働基準監督署となる。 

 

表 5 事前調査の方法11 

段階 調査 調査方法 

1 書面調査 

 設計図書その他書面から、書面上で石綿含有建材の使用場所を把握する 

 書面調査のみで事前調査を終了することはできない 

 ただし、2006 年 9 月 1 日以降に設置の工事に着手したことが設計図書等で明らかである

場合、「石綿含有建材が使用されていない」とすることができる 

2 目視調査 
 建物に使用されている石綿含有建材の使用箇所、種類等を把握する 

 石綿含有の有無が明らかにならなかった場合は、分析調査もしくは石綿含有建材とみなす 

3 分析調査 

 同一材料の建築材料ごとに分析試料を選定・採取し、石綿の定性分析・定量分析を実施す

る 

 0.1％以上の石綿含有が確認された建材について、石綿含有建材とする 

 分析調査は、講習を修了等した厚生労働大臣が定める者が行う 

 

（分析調査を

せず、みなす

場合） 

 分析を行わず、石綿含有ありとみなす 

 石綿含有ありとみなした場合、必要となる可能性がある措置のうち最も厳しい措置を講じ

なければならない 

                              
10 当社作成 
11 当社作成 

事項 概要 

【新設】事前調査の法定化 

及び調査結果報告の義務化 

 調査は一般建築物石綿含有建材調査者等の必要な知識を有する者によって実施 

 すべての建物について、解体等工事前に書面調査、目視調査、必要に応じて分析調

査により、石綿含有建材の使用状況を調査 

 下段に示す要件に該当する解体工事は調査結果を「石綿事前調査結果報告システ

ム」により報告 

 調査結果は 3年間の保管義務 

【新設】一定規模以上の解体等

工事の調査結果届出義務化 

 一定規模※以上の工事の場合、事前調査の結果を石綿含有建材の有無にかかわら

ず、「石綿事前調査結果報告システム」等による届出が必要 

※一定規模の要件 

 床面積合計 80 ㎡以上の解体工事 

 請負代金合計 100 万円以上の建築物の改造・補修工事 

 請負代金合計 100 万円以上の工作物の解体・改造等工事 

（請負代金には材料費・消費税を含む） 
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2.3. 罰則の強化・対象拡大 

改正大防法では直接罰の適用範囲が拡大され、元請業者のみでなく下請負人に対しても適用されることと

なった。概要を表 6 に示す。 

 

表 6 罰則関連改正の概要12 

事項 概要 

大防法）直接罰則適用対象の

拡大 

 

 レベル 1 建材、レベル 2 建材の除去等措置を、定める方法によって行わなかった者

に対し、直接罰を適用 

 下請負人も罰則の対象に追加 

 工事前に元請業者は下請負人に対して作業方法の適切な説明が必要 

大防法・石綿則）行政立入検

査対象の拡大 

 下請負人も立入検査の対象に追加 

 解体等工事現場のみでなく、営業所や事務所等その他事業場も立入検査に追加 

 

改正大防法では、レベル 1 建材、レベル 2 建材の除去等の措置を法令で定める方法によって行わなかった

者に対して直接罰則が適用されることとなった。改正前の大防法では作業基準適合命令や作業の一時停止命

令がなされ、それに違反した場合に罰則が適用されていたが、改正後は適合命令等なく罰則が適用される。 

また、罰則の対象も、除去の方法等の作業基準の遵守に違反した場合、元請業者だけではなく下請負人に

も適用されることとなった。これにより、元請業者は下請負人に対し、特定粉じん排出等作業の方法等を事

前に説明することが必要となる。 

行政の立入検査の範囲も拡大され、改正前も対象であった解体等工事の現場に加え、元請業者の営業所及

び事務所も対象となる。また、下請負人も同様に営業所や事務所についても立入検査の対象となる。 

これらの罰則の適用範囲拡大に加えて、解体等工事の際に必要な届出、工事中の負圧状況等の確認につい

ても改正されている。 

表 7 に施工基準に関する改正の概要を示す。 

 

表 7 施工基準に関する改正の概要13 

事項 概要 

石綿則）レベル 2建材の 

作業計画届出 

 レベル 2建材についても、レベル 1建材と同様に計画届が必要 

大防法、石綿則）レベル 3建

材の作業計画作成 

 新たに規制となったレベル 3 についても、作業計画を作成し、計画に基づいて作業

を実施 

 届出は不要 

大防法）特定粉じん排出等作

業場に関する掲示 

 A3 以上のサイズで掲示 

 掲示内容に事前調査の方法や実施者等の情報が追加 

大防法、石綿則）隔離漏洩防

止措置の強化 

 集じん、排気装置使用場所を変更した場合、フィルタを交換した場合は正常に稼働

しているか再確認 

 休憩時や当日の作業終了後等、作業中断時に負圧が保たれているか確認 

 

事前調査後、大防法に関しては改正前と同様に、レベル 1 建材もしくはレベル 2 建材が確認された場合に

「特定粉じん排出作業実施届出」を行わなければならない。なお、この届出は届出者が元請業者ではなく、

                              
12 当社作成 
13 厚生労働省. “労働安全衛生法及び大気汚染防止法に基づく石綿規制の概要”. 石綿総合情報ポータルサイト, 

https://www.ishiwata.mhlw.go.jp/pdf/point-top3.pdf,  (アクセス日：2022-07-25) を基に当社作成 
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発注者となっている。 

石綿則に関しては、改正前はレベル１建材のみ作業計画の届出が必要であり、レベル 2 建材は作業届のみ

必要であったが、改正によってレベル 2建材も作業計画の届出が必要となった。 

なお、改正に伴い規制されたレベル 3 建材は、大防法、石綿則のどちらも届出は不要であるが、作業計画

の作成はレベル 1建材等と同様に必要である。 

その他、除去等の作業中は事前調査の結果及び作業方法を、現場に保管しておくことが必要になった。 

また、掲示についても A3 用紙以上のサイズで掲示が必要となった。掲示場所は変更なく、大防法では公衆

の見やすい場所、石綿則では作業者の見やすい場所である。調査結果の掲示には改正大防法で明確化された

事前調査の方法（調査者に調査を行わせたこと等）や新たに規制の対象となったレベル 3 建材についても記

載が必要となった。特定粉じん排出等作業に係る掲示の記載内容に変更はない。 

作業中については、前室の負圧状況、集じん・排気装置の正常な稼働の確認体制が強化されることとなっ

た。 

2.4. 作業記録の作成・保存 

改正により、元請業者は作業計画に基づく作業の実施状況を写真等によって適切に措置されたかを確認し、

作業記録を作成、保存することが必要となった。作業完了時には取り残し等の確認も必要であり、除去作業

の場合は取り残しがないか、囲い込み及び封じ込めの場合は措置が正しく実施されているかを石綿作業主任

者等の知識を有する者に目視で確認させる必要がある。 

表 8に作業記録の作成、保存に関する改正の概要を示す。 

 

表 8 作業記録の作成、保存に関する改正の概要14 

事項 概要 

大防法、石綿則）作業実施状況

の記録 

 下請負人は、作業基準に適応した作業であることが確認できる写真・動画、点検記

録等で記録 

 工事終了まで保管 

大防法、石綿則）作業実施状況

の確認、保存 

 元請業者は、作業が計画に基づき適切に行われているかを上記作業実施状況の記

録により確認し、記録を保存 

大防法、石綿則）取り残し等の

確認 

 石綿作業主任者等の「知識を有する者15」によって目視で確認 

 除去作業については取り残しがないか、囲い込みや封じ込めについては措置が正

しく実施されているか確認 

大防法）作業結果の報告  特定粉じん排出等作業が完了したときは、発注者に結果を書面で遅滞なく報告 

 作業に関する記録を作成し、発注者への報告書面の写しを保存 

石綿則）労働者ごとの記録  労働者ごとに 40 年間保存する記録に、従事した現場の事前調査の概要及び作業実

施状況の概要を追加 

作業実施状況の記録として、確認の年月日、方法、結果、確認者の氏名を、作業が作業基準に適合したも

のであると確認できる写真、動画、点検記録等で記録し、作業中の記録は工事完了まで、作業実施状況の記

録は 3年間保管が必要となった。 

                              
14 当社作成 
15 一般建築物石綿含有建材調査者、特定建築物石綿含有建材調査者、一戸建て等建築物石綿含有建材調査者、又は石綿

作業主任者 
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元請業者は、上記の下請負人が作成した記録により特定粉じん排出等の作業が適切に行われていることを

確認し、保存することが必要である。 

取り残し等の確認は事前調査を行わせる者（一般調査者等）もしくは石綿作業主任者等の知識を有する者

によって、除去の場合は石綿含有建材の取り残しがないことを、囲い込み等の場合は措置が適切に行われ石

綿が飛散することがないことを目視で確認させなければならないこととなった。 

これらに加え、改正大防法では特定粉じん排出等作業の実施結果について、発注者への報告が必要となっ

た。なお、作業実施状況の記録や発注者への報告書面の写しについても 3年間の保管が必要である。 

また、改正石綿則では労働者ごとに 40 年間の保管が義務付けられている項目に、事前調査の概要及び作

業実施状況の記録の概要を加えることが必要となった。 

3. 法令改正後の対応 

改正大防法及び改正石綿則について、解体等工事における発注者、元請業者・自主施工者、下請負人それ

ぞれの対応事項を時系列順に表 9 に示す。 

 

表 9 解体等工事における法令改正に関する対応事項16 

時期 発注者 元請業者・自主施工者 下請負人 

事前調査 
 事前調査に協力する 

（書面調査・目視調査等） 

 事前調査を実施する  

作業 

開始前 

 元請業者から調査結果の報

告を受ける 

 レベル 1建材、レベル 2建

材がある場合は特定粉じん

排出等作業の実施届出を提

出する 

 一定規模以上の解体等工事は調査

結果の届出を行う 

 事前調査結果の記録を作成・保存

する 

 事前調査結果を掲示する 

 作業計画を作成する 

 レベル 1建材、レベル 2建材があ

る場合は作業計画の届出を行う 

 下請負人に作業計画を説明する 

 元請業者より作業計画の説

明を受ける 

作業 

期間中 

  計画書（作業基準）に従い作業を

実施する 

 下請負人の作業状況を管理する 

 集じん排気装置の正常な稼働を確

認する 

 取り残し等を確認する 

 計画書（作業基準）に従い

作業を実施する 

 写真等により作業状況を記

録する 

 作成した記録をもとに元請

業者へ作業状況を報告する 

 集じん排気装置の正常な稼

働を確認する 

作業 

完了後 

 元請業者から作業完了結果

の報告を受ける 

 労働者ごとの記録を保管する（40

年） 

 発注者へ作業完了結果を報告する 

 作業実施状況を保管する（3年） 

 労働者ごとの記録を保管す

る（40 年） 

※ 表中の⮚は法令改正に伴い新たに規制が設けられた事項を、✓は規制の強化があった事項を、●は改正前と変更が

ない事項を示す。 

                              
16 当社作成 
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4. 終わりに 

今回の改正は、これまでの石綿含有建材に係る見落としや取り残し、改正前は規制対象外であったレベ

ル 3 建材の不適切な取り扱いによる石綿の飛散が確認されたことに端を発したものであり、適切な対応を

進めていくためには石綿の取り扱いや法令について正しい認識を持つことが不可欠である。前述の通り石

綿を含む建材の排出予想から、今後その対応機会も増加していくものと考えられる。 

発注者におかれても所有建物の状況把握を進め、解体・建替等の契機に必要となる対応について事前に

整理していくことが望ましい。更に解体工事の発注に際しては、厳格化された規制に対応し、適切に石綿

の調査・評価や措置が行われる必要がある。発注者として複雑化していく法令に対応するためには、専門

のコンサルティングを交えて石綿の調査や解体工事、所有建物の管理を進めていくことも選択肢となるだ

ろう。 

最後に、本レポートが法令改正後の石綿の調査や措置における対応の参考となれば幸いである。 
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